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奥田祥子君の学位請求論文は、「社会的うつ―うつ病休業者のうつ診断において社会的要
因が影響を与えている可能性の検証」と題し、「うつ病」と診断され、会社を休業する人た
ち、すなわちうつ病休業者が急増する背景には、病そのものの拡大という医学的要因以外の
社会的なダイナミクスが働いている可能性があることに注目し、インタビュー調査やケース
開発による再診断などによって、その可能性を検証した研究である。 
なお、本博士論文にいう「社会的要因」とは、企業内制度や薬剤の使用圧力、メディア報
道の影響など、当事者を取り巻く職場や社会の環境的な背景、要因だけでなく、当事者と診
断・治療にあたる主治医の心理、意図など可視化不能な内面的な因子も含む、比較的、広範
囲な非医学的要因と定義する。 
 
奥田論文は3部（第1部 研究の概要、第2部 国内外のうつ病を巡る状況、第3部 独
自調査：うつ病休業者の社会的要因）全8章で構成される。各章の概要は以下の通りである。 
 
第1章では、研究の目的について、休業補償増など企業や社会的な経済損失をも招くなどと
して問題となっているうつ病による休業者の急増の背景には、「うつ病」の診断に社会的要因
が影響を与えている可能性があること、つまり「社会的うつ」の存在の可能性があることを検
証することを説明したうえで、リサーチ・クエスチョンとして、（1）うつ病休業者のうつ病診
断に社会的要因の影響はあるのか（2）社会的要因はどのような背景、因子から生まれるのか（3）
社会的要因によるうつ病休業者を増やさないために、個々人と企業など組織、広く社会全体は
どのようにすればよいのか――を設定した。 
 
第 2章では、日本のうつ病をめぐる状況を整理し、患者数や労災補償の請求・認定件数の
増加、抗うつ薬の市場拡大――等いずれもが、新規抗うつ薬の選択的セロトニン再取り込み
阻害薬（SSRI）が日本で発売された1999年頃を境に始まっていることを示している。 
 
第 3章では、新規抗うつ薬発売後のうつ病患者の増加や、軽症うつ病患者への抗うつ薬の
使用制限について国際比較を行った。新規抗うつ薬発売を境にうつ病患者が急増する現象は、
日本よりも約10年早くSSRIが発売された米国や英国、カナダなどでも起こっていた。一方
で、米国や英国が軽症うつ病への抗うつ薬の使用を制限しているのに対し、日本ではうつ病
の重症度に関係なく、第一選択療法として薬物治療を重視する傾向があることを指摘した。 
 
第 4章では、うつ病に関するメディア報道が情報の受け手の認識や行動に与える影響の可能
性を探索するため、新聞と一般雑誌記事について内容分析と報道件数、ジャンル等の調査を行っ
た。新聞、雑誌いずれも、1990年代末を境に報道件数が急増し、報道内容がかつての事件加害
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者らの病としての逸脱的なものから、一般的な医療情報として、さらには「リストラうつ」な
ど当事者の属性や環境面と絡めた造語の病名や、「うつ病は心の風邪」といった言葉とともに、
「大衆的」病として受け手に認知させるような報道が目立つことを明らかにした。2000年代か
らは「自己診断チェックリスト」や、「偽うつ」など詐病を推測させる造語の病名を扱う記事
も現れる。その後は、「職場うつ」などのタイトルを付け、うつ病休業者の増加が生産性低下
などを招く深刻な問題としての報道が増えている。その結果、メディアはうつ病を不特定多数
の人々に、誰もがかかり得る「大衆的」な病であると認識させ、受診行動に至らせている可能
性があることを説明している。 
 
第 5章と第 6章は独自調査で、「うつ病」で休業した経験のある男女計 50人を対象にした
半構造化インタビュー調査と、インタビューを基に類型化して作成した代表的な 10 ケースに
対する6人の医師による再診断である。まず、グラウンデッド・セオリー・アプローチ（GTA）
により「語り」のデータを収集・分析した結果、ストレスや悩みの強い職場環境から逃れるた
め、休業に必要なうつ病診断を求めたという患者や、症状よりも仕事を休みたいという患者の
希望を重視して診断した主治医の対応、企業内制度が充実していることなど、うつ病診断にお
いて社会的要因が存在する可能性があることがわかった。また、再診断にあたった 6人の医師
は、「うつ病と診断しない」率は 83・3％と高い割合であったが、逆に言えば、残りは社会的
な要因によって打つと診断していることになる。主治医の「うつ病」診断に影響を及ぼす社会
的要因の主なものを分類すると、＜患者の要望・訴え＞（患者がうつ病診断により休職したい、
等）、＜企業内制度＞（うつ病診断によって休職しやすい企業の制度が整っている、等）、＜
主治医の心理・意図＞（患者の希望を診断に反映させたい、抗うつ薬の投薬治療を行いたい、
等）――であったことを説明している。 
 
第 7章では、「社会的うつ」を増やさないために、個々人と企業など組織、医療関係者、広
く社会はどのようにすればよいのか、について述べている。まず、主治医が、社会的要因の影
響を受けない、純粋に医学的な診断基準に基づく適正なうつ病診断を行うとともに、患者の今
後の中長期的なキャリア形成を重視し、安易に休職させない、早期に職場復帰させる、という
考慮も行うことが必要である。また、産業医は、プレゼンティズム問題も踏まえ、早期に職場
に戻すだけでなく、仕事のストレスなどに起因する従業員の心身の不調、またはうつ病の前駆
的な症状についても、十分に対策を図り、予防策や休業の復職支援を本人と会社の人事・労務
担当者に適切に助言、指導するなど、従業員のメンタルヘルスにより深く関与していく必要が
ある。疾病・障害の回復・健康維持と中長期的なキャリアを見据えた治療、患者への助言にお
いて、主治医と産業医が本腰を入れて連携を図ることの重要性などを指摘している。一方、企
業には、産業医や主治医とも連携しながら、メンタル面の不調を訴える従業員に対し、ただ制
度を利用して休職させて治療に専念させるという選択肢だけでなく、治療による症状の回復と
キャリアの継続・発展を両立させていくことのできるメンタルヘルス対策について、再考する
必要があることを示している。さらに、長時間労働の是正や職場のコミュニケーションを円滑にす
ることなど労働・職場環境の改善と、どんな小さな仕事にもやりがいや達成感を抱けるような
働きをできるよう努め、前向きな姿勢でキャリアを積み重ねていくという当事者本人の仕事
への心の持ちようの改善を求めている。 
 
 終章の第 8章では、各章を総括するとともに、独自調査等によって得られた知見をも
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とに、うつ病休業者からみる社会的要因と、「社会的うつ」存在の可能性についてまとめ
るとともに、臨床診断における「社会的うつ」否定の可能性についても述べている。最
後に本研究の学術的成果や残された課題については、本博士研究により、うつ病休業者の
うつ病診断における社会的要因の可能性が一定割合存在することは検証できたが、実際社会全体
でどの程度存在するのかについては、定量的な調査・分析がさらに必要であると述べている。さ
らに、今後は、うつ病だけでなく、統合失調症や不安障害、パーソナリティ障害など精神疾患・
障害領域内の疾病間比較へと広げるとともに、世界における日本の特徴などを浮き彫りにした、
より客観的・科学的な検証を進めていくという抱負を述べ、本論文を締めくくっている。 
 
本論文は、以下の特徴を持つ。 
まず、社会的うつに関する最初の総合的かつ実証的な研究である。うつ病に関する先行研究
は、精神医学・病理学や産業精神医学、精神薬理学などの個別分野の研究者・実務家によるも
のに限定され、社会的要因の可能性を総合的・実証的に研究したものは見当たらない。一方、
メディアでは「社会的うつ病」に関する記述は比較的豊富であるが、これらは科学的な方法に
よる検証を行ったものではない。本研究は、半構造化インタビュー調査やケース開発による医
師の再診断、国際比較、メディア分析など多面的な方法により、価値中立的な立場に立って、
「社会的うつ病」の存在の可能性を総合的に検証している。 
 
第二は、検証方法として半構造化インタビュー調査、ケース開発を通じて、医師の再診断を
行うという手法を用いているが、これは検証の難しい臨床判断の適切性に迫る手法として、従
来にないアプローチであり、その意味でも新規性のある研究である。 
 
第三は、研究テーマが時宜にかなっている点である。うつ病休業者の増加は、休業補償、
労災認定増など企業や社会的な経済損失をも招くことが指摘されている。また、近時データ
ヘルス事業が企業内で活発化し、アブセンティズム（欠勤問題）やプレゼンティズム（出勤
しているが、著しく生産性が低い状態）への対策に大きな関心を呼んでいるが、そのメイン
ターゲットはうつ病である。さらに、多剤処方による有害事象に関心が持たれているが、抗
うつ薬はその代表例でもあり、処方以前の診断における問題を明らかにした意義は小さくな
い。 
 
本研究にはもちろん限界はあるが、臨床判断の適切性という、医師の裁量権に絡むため研
究が難しい分野に意欲的に切り込んだ先駆的な研究として大きな価値がある。奥田君はすで
にジャーナリズムの世界では一定の地位を獲得しており、本博士研究の完成を機に、一層活
躍することが期待される。 
 
以上の評価から、本学位審査委員会は、奥田祥子君が博士（政策・メディア）の学位を授
与する資格があるものと認める。 
 
 
 
